
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/kougyouyousui/H24hoseiyosan.pdf

○平成２５年３月末時点での交付決定済額　１６億円
○平成２６年３月末時点での交付先から事業者への工事等請負契約額（事業費ベース）　４９億円

○平成２６年３月末時点の直接投資約４８．５億円に対する経済波及効果（生産誘発額）約９２．６億円
　（経済波及効果は、平成２１年産業連関表（延長表）（８０部門別）の逆行列係数表により算出）

○工業用水の安定的な供給の確保
　　指標：事業実施によって耐震対策の向上した工業用水道施設から工業用水の供給を受けられる企業数
　　　　　　　（目標：平成２６年３月末時点で４６８社、これにより１７事業による全供給企業数の７６％に対処）

　　平成２４年度内に交付決定

実施方法 　□直接実施　　□委託・請負　　■補助金　　□負担金　　□交付金　　□貸付金　　□その他（　　　）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

執行早期化のために
講じている工夫

補助金交付申請書添付書類の簡素化

平成24年度補正予算額 １６．３億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

　　　　一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

工業用水道は産業活動に不可欠なインフラであることから、工業用水の安定的な供給を確保するため、①事業開始
年度が古く施設の老朽化が進む事業や、②災害により甚大な被害が想定される事業、③耐震化率の低い事業などに
おいて、工業用水道事業者が耐震化の対象施設の優先順位付けや、経営効率化策を盛り込んだ耐震化対策実施の
裏付けとなる経営計画を策定し、真に必要な施設更新・耐震化工事を実施する際、その事業費の一部を補助するも
の。この取り組みを通じ、工業用水道施設の耐震化率を向上させる。

対策における施策の名称 その他

（事業名） 工業用水道施設の緊急更新・耐震化 新規/既存 ■新規　　　□既存

対策の柱立て（小区分①） （２）社会の重要インフラ等の防御体制の整備

担当課 産業施設課

対策の柱立て（小区分②）

事業番号 101

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（経済産業省）

対策の柱立て（大区分） Ⅰ．復興・防災対策

担当部局 地域経済産業グループ

対策の柱立て（中区分）
２．事前防災・減災のための国土強靭（じん）化の推進、災害への対応体
制の強化等

【進捗ステップのイメージ図】 

国 

（経済産業局を通じて執行） 

地方公共団体 

民間企業等 

補助金交付決定：３月２９日

工事請負契約 地方公共団体執行分は、６月１日時

点で、予定１２団体中、計５地方公共

団体において実施済。 

http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/kougyouyousui/H24hoseiyosan.pdf

